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対 日占領における民間情報政策

一 「ナ トコ」による啓蒙活動の実態 と背景一

連合国軍による対 日占領の末期,1,000台 余の新鋭映写機が全国津々浦々をかけめ ぐった。

それが,「 ナ トコ」(NATCO;米 国ナショナル ・カンパニィ社製十六粍発声映写機).で あっ

た。白文字で 「米国陸軍所有」(Propertyo手U.S.Aτmy)と,く っきりと描かれた機材の

巡回に,天 皇の玉音放送 も,マ ッカーサーもはるか遠い存在でしかなかった人々も,占 領下

の現実 と時代の推移を感 じとらぎるを得なかった。文明開化や大正デモクラシーが,一 握 り

の指導者や都市部の一部が 「文化的シ ョック上を体験したにす ぎなかったのに比 し,農 山村,

ことに無電灯地区に巡回の重点をおいた 「ナ トコ」は,は るかに広範多様な人々をその影響

下においた。

本稿では,か かる 「ナ トコ」導入の経緯 と運営の実態に関する分析を通 じて,そ の政策意

図 と限界を明らかにする。

1.民 間情報管理の理念 と性格

連合国軍は,対 日占領を円滑に遂行す る上での必須要件として民間情報(広 報)活 動によ

る,日 本国民の意識改革を重要視していた。すなわち,日 本全土への進駐が騨始 された(8

月28日)直 後に,米 国大統領 トルーマンか ら連合国軍最高司令官マッカーサーにあてて,対

日占領 の指針 として発せ られた基本交書 「降伏後における米国の初期の対日方針」("URited

StatesInitialPost-SurreRderPolicyforJapan"8月29日,公 表は9月22日)中 において,

占領政策は米国の主導で行なわれること,統 治形態を間接統治 とすること等の基本原則に加

えて,「(日 本国民は)占 領の目的及政策並に其の達成上の進展に関し詳細なる情報を与 えら

るべ く」,「(日 本国民に対して)其 の現在及び将来の苦境招来に関し,陸 海軍指導者及其の

協力者が為 したる役割を徹底的に知 らし・むる為一切の努力が行わるべし⊥ 「(日本国民は)

米国及其の他の民主主義国家の歴史,制 度及成果を知る機会を与えられ,且 其の事を奨励せ

らるべ し」 と明記きれていた1)。 このことは,や がて,日 本占領の実働部隊 としての位置に

あった地方軍政部軍政要員のマニュアル中に,つ ぎのように敷衡 されて掲げられた2)。 「日

本の民主化を目指しだ諸計画の成否は,究 極的にはEI本 国民の啓発きれた自主的な取 り組如

何に係っている。たとえば,成 程,農:地 改革は総司令部指令によって実現可能であるが,そ
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の制度の維持存続は,日 本国民の本質を知ろ うとする努力を通じて初 めて保障 される。 これ

が,日 本国民の必要 とする知識を提供する広報活動が求められる所以である。知ることこそ,

新たな行動を促す前提なのである」 と。

当時,ま だ連合国軍総司令官総司令部(GHQ/SCAP)は 置かれてお らず,米 国太平洋陸

軍(USAFPAC)の 参謀第五部(軍 政担当)が 暫定的にそれを代行 していた3)が,同 部を構

成する枢要な部局 として情報普及局(hformationDesemininationSection)が 位置づけ ら

れていナこ4)ことは,対 日占領における情報(広 報)活 動の緊急性 と重要性を裏づけるもので

あった。情報普及局の機能は,前 記 「対日方針」公表当日の9月22日 に設置きれた民間情報

教育局(の ちGHQ/SCAPの 開設く10月2日 〉 とともに,移 行し,そ の一局 となる)内 の

民間情報関係諸課(新 聞 ・出版 ・ラジオ ・映画 ・演劇 ・図書館)に 拡充 されて引き継がれ,

あらゆる情報媒体 と接触を保ち日本国民へ情報を提供することによって,1.軍 国主義 と極

端な国家主義のi僕滅,2.日 本敗戦の事実を明 らかにし,日 本国民に戦争の責任,日 本軍の

犯した残虐な行為および日本指導者の戦争犯罪を熟知せし・める,3.健 全なる経済を育成し,

民主的組織を促進する,4.国 民に対し責任をとる自由政府の建設を援助する,・5.政 治お

よび国民の自由を拡大し,集 会,公 の討論教育,自 由選挙の権利を増大 させ人権を尊重せし

める,等 に関する広報上の任務遂行が期 されナこ。

もともと,情 報活動は戦局の展開において作戦行動の前提 として常に重要視 されたが,こ

とに,言 語,習 俗,国 民性の異なる日本 との対戦に際し,米 国は,情 報収集(諜 報),情 報

頒布(宣 伝,広 報)態 勢の整備に早 くか ら本格的な取 り組みを見せ,日 系二世の大量動員に

よって,日 本軍および日本本土に対する心理作戦を担当した統合諜報局(AlliedInteligence

Beaurou)や,最 盛期には2,000人 のスタッフを擁 し,多 量の日本語文書や 日本人捕虜か ら

の情報収集にあたった統合通訳翻訳局(AlliedTranslatorInferpreterSection),お よび,

これ らの下部組織 としての対敵諜報部隊(CIC;Cou且terInteligenceCorps)等 の諸組織を

逸早 く確立し,そ の活発な活動は対 日戦争の有利な展開 と早期終結をもたらした。これ らに

よる情報関係諸活動の総元締が,米 国太平洋陸軍総司令部(GHQ/USAFPAC)の 参謀第

二部(G-II2部 長MagerGeneral,C.A.Willoughby)で あっだ)。

戦闘行為が終息し,日 本本土への上陸が始ま り,や がて,占 領統治が具体化するにつれて,

それに即応 しだ情報関係部局の整理再編が企図 された。すなわち,第 一に,軍 国主義 ・超国

家主義的および反占領的言動の掌握 と摘発,第 二に,占 領目的および民主主義に関する啓蒙,

広報が新たな使命として課されることとな り,前 者については民 間 諜 報 局(CIS;Civil

hteligenceSection),後 者に関しては,前 記,情 報普及局を経て民間情報(広 報)教 育局

(CIE;CivilhformationandEducationSection)カ §,それぞれGHQ/SCAP内 に設け

られた。実戦部隊 として米国太平洋陸軍総司令部内にあって,対 日戦争遂行上の中枢的役割
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(注)下 記 諸 資料 に よ り作 成 した 。

拙 著 『戦 後 地 方 教 育 制 度成 立 過 程 の 研究 』(1983)p.7

GHQ/FEC"Operat量onoftheMiiitaryInteligenceSectionGHQ,SWPA/FEC/SCAP"

(1950)p.8-11,p,16.130-1.

GHQ/FEC"ABriefHistoryoftheG-2Section,GHQ,SWPAandAffiliatedUnits"

(1950)p.115-5,61-2.

GHg/FEC``OperationoftheCivilIntel三genceSectionGHQ,FECandSCAP'(1949)

p.96,p.61.

GHQ/FEC"OperationoftheCounterInfeligenceCorpsintheSWPA"(1948)p.88.

村 田 聖 明 「米 国 諜報 機 関 は 日本 で 何 をし た か一 特 高 な き日本 の 特 高 一 」 『文 芸 春 秋 』31巻

2号,1953年,p.168-175

堀 場 清 子 「占 領下 の検 閲 をみ る」 『未 来 』No.192,1982年,p.12-19

福 島 寿 郎 「占領 初 期 にお け る新 聞 検 閲 」 共 同 研 究 『日本 占領 軍,そ の 光 と影 』上 巻,1978年,

p.115-136

を占めていに一般参謀部(G-1～G-IV)が,平 時における,占 領地行政の実施にあたっては,

GHQ/SCAPの 補助的立場 〔limitedmn-military(SCAP)function〕 に後退するに至 る6)

のは当然であり,こ れに即して,G-IIが 従来掌握してきていだ情報関係の組織,.権 限の大

部分がGHQ/SCAPの 民間諜報局,民 間情報教育局に移行 きれるべ き筋合であった。然 る

に,実 際には,間 接統治による占領統治機能の効率低下を補完するため,米 国太平洋陸軍の

部隊編成は戦時態勢を濃厚に保っていナこ7)ため,一 般参謀部のGHQ/SCAP各 局に対する

影響力は変ることな く維持 され,戦 後において も占領政策遂行上益々その重要性が高まって

いた情報活動におけるG-IIの 民間諜報 ・民間情報教育両局に対する指導性は,組 織 ・機能
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上における旧来の密接な関係に由来して発揮 された。中でも,G-IIの 強力な実働部隊だる

CICを 引きついで成立していた民間諜報局8)とG-IIと の一体的性格は依然として継承 され,

その実態をふまえて1年 後の1946年5月3日 には,民 間諜報局はGHQ/SCAPの 系列下か

ら離れG-II直 属の組織とな り,名 実 ともにG-IIの 出先機関として位置づけられるに至っ

ナこ9)。(図1参 照)

この間における民間情報活動は,戦 犯に関す る情報把握 と摘発,軍 国主義 ・超国家主義者

および関係諸団体の調査 と対応措置,戦 時統制の撤廃,マ スメデ ィアへの検閲による情報統

制など,民 聞諜報局およびその末端実施組織による非軍事化政策実施のための情報収集 と政

策的活動に比重がおかれていたが,こ れをふまえて,や がて,前 記 「対 日方針」に示された

ような,広 範な一般国民を対象として占領目的の啓発,民 主主義の理念 ・制度の啓蒙に係わ

る情報伝達=広 報活動が前面に押し出 され,そ の遂行が民間情報教育局の民間情報関係諸課

に委ね られることとなった。

2.啓 蒙政 策 の展 開 と 「ナ トコ」 の導 入

民主的制度 ・理念 の普及過程 におい て,全 国各地 におけ る,そ の徹底 の保障 と確 認 は,多

く地方軍政部 の組織,機 能に依存せ ざるを得 なかった。それは,第 一 に,民 間諜報局(CIS)

の対 敵諜報部隊(CIC)や 民 問検閲部隊(CID)の 如 く,民 間情報教育局 には直轄 の地方組

織がな かった事情 に由来 し,第 二 に,:文 部 省,:地 方 庁 に当該事務専管部局が欠落 し,結 局 日

本側行政機構 を通 じての円滑 な施 行に多 くを期待 し得なか ったか らに外 な らない。

地方軍政部(MilitaryGovernmentUnits)の 組 織 は,第 八軍 司令 部か ら発せ られ る施行

命令(0.D.;OperationalDiret玉ve)に 依 拠 して作動す る仕組 となってい ナこが,そ れ は基本

的 にGHQ/SCAPの 各 局か ら達示 きれ る命令書簡(LetterOrder)を 置 きか えた もので あ

っだか ら,こ こに,間 接的 なが らGHQ各 局 が地 方軍 政部 を動かす ための態勢が整 え られ

て いた10)。

1947(昭 和22)年8月16日 に発 せ られた第八軍施 行命令第57号 「民間情報(広 報)活 動 の

件」(CivilI且format呈onActivities)は,一 連 の民 主化政策 に係 わる広報 ・啓蒙 にお け る地

方軍政部 の立場 と役割 を初 めて明 らかに し,地 方 レベルで本格的 な取 り組みが な され るきっ

かけ となった。同施行命令 に よれ ば,GHQが 前 掲 「降伏後 にお け る米 国の初期 の対 日方針」

に依拠 して策定 す る,日 本 国民 に対す る 「再教育並 びに情報 伝達 のた めの方針お よび計画」

(reorientationandinformationalpoliciesandprograms)は,そ の管理 の下で 日本 の官公

庁,民 間団体 およびマスメデ ィアによ り実施 に移 され るが,GHQの 力 が行 き届 かない地方

の官公庁,民 間団体,マ スメデ ィアに対 しては地方軍政 部に委 ね ることに し,以 て,当 該活
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動 の効率化 と徹底が期 きれ だ。 これ を裏づ けるよ うに,「 日本人に,占 領のね らい,命 令 や

計画 の内容にっいて啓発す る(inform)こ と」が,地 方軍政部 の主要 な任務 として,担 当官

のマニュアル中に掲げ られ ナこ11)。

同 施行命令 において,:地 方軍政部の,日 本側 に対す る民 間情報(広 報)に 係わ る働 きかけ

は,申 央 レベ ルにお けるGHQの 場 合 と同様,広 報活動の在 り方,方 法に関す る指導(gu量d-

ance)と,新 たな情報,資 材,サ ー ビスの提 供を行な う援 助(ass量stance)と か ら成 ってい

たが,と くに,地 方軍政部 の実 働的性格 ・機能にて らして附与 された使命は,映 画 を用いた

広報活動に対す る積極的 な取 り組みで あった。 これに即 して,十 六粍 トーキー映写機,映 画

フ ィル ム,ス ク リーン等,映 画 用機材 の地方軍政部への配 布予告 とと もに,そ .の使用手続 の

概略が明記 され,や が て,こ れ らの基本方針 は,「 地方軍政部の利用に供すべ き映画用機材

の件」('47.10.150.D.No.61"MotionPictureProjectio丘Equipme飢forUsebyM.G.

Units"),「 民 間情報(広 報)活 動 のために地方軍政部 によって使用 きれ るべ き機 材 の 件」

('48.5.260.D.No.37"Equipme且tforbyM.G.UnitsinColmectionwithCivilInfor-

matio皿Activities"),「 日本 の視覚教育計画」('48.10.250.D.No.57"Japa且eseVisual

EducationProgram")と して順 次具 体化に向 けての措置がな され,映 画 は,地 方軍政部 に

よる民間情報(広 報)活 動にお ける方法上の最優先項 目として常に位置づけ られ,重 要視 さ

れだ(表1参 照)。

連合 国軍が 民主 化政策 を推進 す る上での有 力な方法 として映画 に着 目し,し か も大量 の新

鋭映写機 の導入 を併せて企 図 した背 景には,広 範 かつ多様 な人 々 を対象 とす る啓蒙手 段 とし

て映画 が最 も有効 であ り,就 中,発 声映写機 に よ り一 層の効果 が見込 まれた ことに加 えて,

既 存 の広報媒体に依存せず新たに別個の組織 を形 成 し,そ れを活用す ることこそ着実 かつ効

率 的に広報 ・啓蒙 の 目的に到達 し得 ると見な された事 由があっだが,こ れを一挙 に実現 に至

らしめた きっか けとして,米 国太平洋陸軍 の部隊教育用 として活用 され,な い し追加 発注中

であ った米国 ナシ ョナ ル ・カンパニイ(NationalCompaRy)社 製 の最 新鋭 映写機(商 晶名

「ナ トコ」NATCO)が,対 日戦争 の早期終結 と対 日占領 の円滑な進捗に伴ない使命 を終え,

その大部分 を民 間広報用 に転用 す ることが可能 となった事 情が大 きく作 用 していだ。

文 部省に未 だ視聴覚 教育 行政 担当課が欠落 し(当 分,社 会教育 局芸術課が兼担),地 方 に

おいては き らに態勢 が立 ちお くれていた事情下に あって,「 ナ トコ」機 材を最 も有効 に活 用

し得 るかは,:地 方軍政 部の対応 如何に係わ ってい た。然 るに,都 道府県軍政部民聞情報教育

課の実 態 は,ス タ ッフが限 られ民間教育 ・民 閻情報 の職務分担 も明瞭で な く,し か も,新 学

制 の実施準備,教 員の再教育,新 教育の推進等緊急度の高い学校教育部門の整備 に その精力

を きかれ,新 課題 に着手 し得 る余裕 を欠いてい た。第八軍司令部が1948年3月,地 方軍政組

織 を2年 ぶ りに改編 し,民 間情報課(CivilInformationSection)'の 分 離独立 を図ったのは,
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表一1民 間情報く広報〉関係優先政策課題(第 八軍司令部'48～'49)

年 月1 内 容 上 の 優 先 項 目 方 法 上 の 優 先 項 目

'48年

4～6月

'48年

7～9月

'48年

10～12月

'49年

1～3月

'49年

4～6月

'49年

7～9月

1.供 米

2.学 校の非集中化促進

3.納 税

4.農 業の生産性向上

5.農 業の協同化

6.石 炭増産

7.政 治的(民 主化)啓 蒙

8.土 地改良

9.害 虫駆除

10.疫 病予防

1

～ 上 に 同 じ
10

1.教 育委員会法の趣旨徹底

2.供 米

3.政 治 的再教育

(地方自治,市 民の権利と義務)

4.納 税

5.保 健 センターの推進

6.児 童福祉

7.石 炭増産

8.労 使関係

9.生 活保護法の趣旨徹底

10.チ フス,ジ フテリア予防

1。納税

2.労 使関係,労 働者教育

3.政 治的再教育

(地方自治,市 民の権利と義務,選 挙)

4.石 炭増産

5.保 健センターの推進

6.児 童福祉

7.教 育委員会法の趣旨徹底

1.納 税

2.政 治 的再教育

(地方自治,選 挙)
3.食 糧 の供出と配給

4.石 炭増産

5.漁 業の協同化

6.労 使関係,労 働者教育

7.保 健センターの推進

1.納 税

2.政 治 的再教育

(地方自治,選 挙)

3。食糧の供出と配給

4.石 炭増産

5.労 使関係,労 働者教育

6.保 健センターの推進

1.パ ン フ レ ッ ト,リ ー フ レ ッ ト,ボ ス

タ ーの 配 布

2.十 六 粍 映 画 計 画 の 推進

3.図 書 館 の 設 置 促進

1.十 六粍映画計画の推進

2.各 府県フイルムライブラリーの設置

促進
3.公 民館の設置促進

1.視 覚教育計画の推進

1.視 覚教育計画の推進

1.各 種集会,討 論会,公 民館活動を広

報媒体として活用

2.視 覚教育計画の推進

1:}上剛

(注)HQ8thArmy"Pr三 〇ritiofMilitaryGovernmentAct三vitie♂(3ケ 月 毎 に地 方 軍 政 組 織 に 示達,

『GHQ/SCAPRecords』CAS(B)1315～6所 収)に よ り作成 。

優 先 政 策 課題 の地 方 軍 政 部 の 機 能 に お け る位 置 づ けに つ い て は 下 記 参照 。

拙 著 『戦 後 地 方 教 育 制 度 成 立過 程 の研 究 」1983年,第1章 第3節 の1(p.72～p.75)
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上述の事情に即した措置に外ならず,「 ナ トコ」による計画を全国規模で実施す るための準

備が大きく前進しだことを物語っていた。果して,こ れ と同時に,GHQ,文 部省で基本計

画がまとまり,両 者か ら地方軍政組織,府 県庁にそれぞれ施行命令,通 牒 として実施要領が

示達 きれる手はずが整えられナこ12)。

しかしなが ら,結 局,こ の時点で当該計画の全面実施は見送 られ,お よそ半年間棚 ざらし

の状態に置かれることになった。 この遅延の背景には,貸 与予定の映写機の到着のお くれや

日本側の受け入れ態勢,と くに映写技術者養成の準備が整っていなかった外,よ り根本的に

は,GHQか ら示 された実施要領中において,府 県庁社会教育課内に新設 される視覚教育係

に企画,配 給,修 理等 「ナ トコ」の業務全般にわだる権限が附与 きれ,ま た,府 県立図書館

内に置かれるフィルムライブラ リーをも監督下にお く等に象徴 きれるような,同 係への強い

権限集申が行政運営上の均衡を失するとして日本側か ら問題視 きれ,両 者間で意見調整に手

間どった事情があったためと見 られ る。

ただし,GHQに しても文部省にして も,実 施計画の円滑な遂行にはなお調整の必要を認

めなが らも,基 本的にその趣旨に即して諸条件を整えることの意義と緊急性をふまえ,そ れ

ぞれの立場か ら順次具体的な取 り組みを開始した。まず,文 部省は計画の概要を各都道府県

に内達 し,「 ナ トコ」受け入れのための組織上の準備方を指示13)する一方,映 写技師の養成

に関しては,・別途起草していた 「視覚教育指導者講習会について」なる通牒(1948年4月,

発社100号)を 発し,実 施要項を提示した。同通牒は,一 連の 「ナ トコ」計画の施行細則的

位置づけを有するにす ぎなかったが,肝 心の本体部分が後まわしとなったため,そ の冒頭に

「連合軍司令部はポツダム宣言の条項により日本人の啓蒙 と民主化の目的をもって全国都道

府県に十六粍発声映写機を貸与し視覚教育の振興を図ることになった」 と謳い,こ こに 「ナ

トコ」の導入 とその趣旨が初めて公式に明 らかにされすこ14)。同講習の受講者 として社会教育

課長,視 覚教育係長及び同係職員,図 書館長,フ ィルムライブラリー係員(以 上必修),公

民館長,PTA役 員,:地 区視覚教具サービス本部長が掲げ られたが,こ の うち視覚教育係長,

フィルムライブラ リー,地 区視覚教具サービス本部長については,法 令上,事 前に公式に明

文化きれないまま既定の如 く提示 きれてお り,こ の経緯に実施準備上の見込違い と混乱の態

様を見ることがで きる。講習会は,CIE係 官,文 部省係官を講師 として4月20日 から始め

られ,全 国主要11都 市に設けられた会場に各都道府県から推薦 された関係者(各 府県50名 ず

っ)が 参加し,6月20日 全日程が終っだ15)。各会場では 「ナ トコ」映写機による操作実習に

重点がおかれ,習 得者に同機の使用許可証が交付 された。同講習修了者が中心とな り,引 き

っづきそれぞれの府県において伝達講習が くり返 され映写技師の養成が図られた。

一方,GHQは,同 講習の進行をふまえて既配置分に加えて新たに 「ナ トコ」映写機150

台を各都道府県に均等に配置し,:地方軍政部の監督の下で全国的に映写活動を開始すること
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にし,第 八軍司令部を通 じて各軍政部に対し制約きれた条件下において当面とるべき措置方

を示達した(1948年5月26日,施 行命令第37号)。 同施行命令において,「ナ トコ」映写機が

各都道府県軍政部に3台 ずっ各地区軍政部に1台 ずつの割合で増配きれ日本側に貸与 きれる

こと,映 写機は必ず有資格者(免 許証保持者)が 操作すること,入 場料は原則として徴収し

てはならないこと,日 本映画 も内容によっては併映して も差し支えない こと,等 が運営指導

上の指針 として示 されだ6)。

このような,丈 部省,GHQ,地 方軍政部の一体 となった働 きかけに呼応して,各 都道府

県では急 ぎ視覚教育係長の人選に着手 し,各 府県図書館内にフィルムラィブラリーを開設す

るための突貫工事が進め られ,さ らに,関 係府県代表者による度重なる会合を経て地区視覚

教具サービス本部の設置が具体化す る等,日 本側の受け入れ準備が急速に進展しだ。加えて,

到着がお くれていた一部の映写機 も7月 か ら8月 にかけて入荷し予定数がほぼ揃ったことか

ら,映 写活動を本格的に開始する諸条件が整えられた。ここに至 り,よ うや く公式に 「ナ ト

コ」による映写活動の組織運営上の準拠規定が,文 部次官通牒発社103号 「連合軍総司令部

貸与の十六粍発声映写機及び映画の受入にっいて」 として発せ られた。

同通牒 「発社103号 」には,図 一2の ように,運 営上の企画立案を担当する視覚教育係,

機材保管,出 納の実務を担当す るフ ィルムラィブラリー係,さ らに機材の修理補給のだめに

各地区に置かれる地区視覚教具サービス本部,が 「ナ トコ」による活動を支える組織として

図 一2「 ナ トコ」 管 理 運 営 組 織 図(1948.11。1)

SCAP

文 部 省

通牒(発 社103号)

圓

都道府県教育委員会
経費支弁

地区視覚教具サービス本部

〔機材修理 ・検査〕

第八軍司令部

監督

(都道府県立図書館)

フィルムライブリー係

〔機材貸出業務〕

(社会教育課)

視覚教育係

報告書

墾
暑
転
送

監督・機材引渡 し

施 行 命 令

(0.DNo56)

地区軍政部

機
材
送
達

報告1孕

〔企画'鵬 免纏 務〕 魏欝

都道府県軍政部

(注)「 ナトコ」関係規定(文 部省通牒 発社103号 お よび第八軍施行命令56号)に より作成。
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表一2「 ナ トコ」管理運営に関する各機関の業務内容(発 社103号 により作成)

担当機劇 業 務 内 容 関 連 事 項

視覚教育係

フ ィル ム フ

イ ブ ラ リー

係

視覚教育係
長フイルム
ライブラリ
ー司書

地区視覚教

具サービス

本部

。視覚教具利用上の企画

。移動映写計画の企画立案実施

。(係 長)映 画上映計画書の作成と提出

(軍政部あて)
。(係 長)映 写技師の養成と免許状交付

。(係 長)映 画機材事故(盗 難,紛 失,故

障)報 告書の作成と提出(軍 政部あて)

。予約,貸 出し及び記録事務
・上映予定計画 と映画に関する情報資料の

展示 、
。機材明細 目録の作成(年2回,地 区サー

ビス本部あて,軍 政部検認)
。週間上映報告の作成 と提出

。運営月次報告(活 用計画,映 写技師養成,
免許証発行数および氏名等に関する詳細
な記述)の 作成と提出(軍 政部あて)

。機材,フ ィルムの修理,維 持,配 給

。機材(現 有全映写設備,予 備部品)目 録

の作成 と提出(年2回,地 区軍政部へ提

出)
。出荷(故 障品)明 細書の作成と提出(地

区軍政部係官の副署)
。業務状況報告(月1回,地 区軍政部提出)

都道府県に置 くべき移動映画班の数(大 規

模県5,中3,小2)
1台 当 りの上映日1ケ 月20日 以上,運 営月

次報告書申の1項 として報告

週40時 間以上開館

1月 および7月,各2通,正 本は軍政部を
へてGHQへ

毎月5日 までに提出,3通

正本は軍政部をへてGHQへ

各本部運営のための人件費,物 件費は,地

区所属の各都道府県が分担支出する。

1月 および7月 各2通

3通

毎月5日 までに提出3通

、明示されたが,そ れぞれの機能が十分果されているかどうかにっいて,き わめて厳重なチェ

ックが地方軍政部を通 じてなされる方途が講ぜ られ,特 色をなしていすご。すなわち,表 一2

のように,各 種報告書の作成 と定期的提出を義務づけることによって,「 ナ トコ」の稼働状

況(1台 につき,1カ 月20日 以上),巡 回映画班の組織状況(府 県の規模により5～3班 結

成),フ ィルムライブラリーの開館状況(週40時 間以上)お よび機材管理(修 理,補 給,紛

失)状 況等を厳密に把握し,効 率的な運営を期して指導援助がなされ るための監視システム

が形成 されていた。

加えて,先 きの実施要領(1948年3月)に おいて,日 本側が行政慣行に反す るとして抵抗

した視覚教育係の広範な業務管理上の権限(「企画,配 給,修 理」)が 「企画利用」 とやや限

定 され,フ ィルムラィブラリーの所轄 も視覚教育係か ら図書館長に移 される等の措置がとら

れだものの,依 然 として視覚教育係は教育長一 社会教育課長のルー トとは別途に,府 県軍

政部によって 「直接の」監督を受けるものときれ,利 用計画の立案,機 器 ・フィルムの使用,

映写技師の養成および免許証の交付等主要な業務にっいて大幅な権限が附与 きれ,「 ナ トコ」

運営における事実上の責任者 としての立場を占めていた1η。 「ナ トコ」運営に関する地方軍
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政部の強い監視体制と,そ れを背景とした視覚教育係長への権限の集中は,日 本側行政関係

者に緊迫と当惑 を与 える18)とともに,予 算配分では優先的取 り扱いを受け,社 会教育費の大

部分が 「ナ トコ」関係経費で占められる結果をもたらした19)。このような,地 方軍政部によ

る日本側への強力な働 きかけを通じて 「ナ トコ」政策を推進す る拠 となったのが,第 八軍施

行命令第57号 「日本の視覚教育計画」(1948年10月25日)で あっナこ20)。当該施行命令が発社

103号(同 年10月26日)に 一歩先んじて管下軍政組織に発せ られ元 ことは,「 ナ トコ」に対す

る連合国側の意気 ごみと主導的立場を裏づけていた。同施行命令には 「ナ トコ」管理運営に

関す るGHQ,地 方車政部の基本方針が鮮明に示 され,そ の趣旨をより顕現せしめよ うとし

た形跡が認められ る。その第一は,視 覚教育係の権限についてである。発社103号 において

は,前 述のよ うに各府県立図書館におかれるフィルムライブラリーの管理責任を図書館長 と

し,同 時に機材の修理,配 給に関する業務管理 も視覚教育係か ら分離し,同 係への権限集中

を極力抑制す る措置がとられたが,施 行命令57号 では,視 覚教育係にフィルムラィブラリー

の監督権限を附与し,ま た,地 区視覚教具サービス本部をフィルムライブラリーの管理下に

お くことによって,事 実上,視 覚教育係が 「ナ トコ」の管理運営に関し総括的権限をもつ も

のと位置づけられ,こ の ことと相挨って,府 県軍政部と視覚教育係との 「密接な関係」が強

調 され,同 係を窓口として 「ナ トコ」政策を効率的に推進する体制の確立が標榜 されだ1)。

いわば,発 社iO3号 に現われた譲歩,妥 協を,施 行命令による地方軍政部か ら日本側への直

接的働 きかけを通 じて,運 用面から修正,挽 回を期そうとした ものと見 られる。第二は,機

材送受ないし日本側からの諸報告書転送に関する事務にっいて,:地 方軍政部,就 中,都 道府

県軍政部が直接GHQの 民間情報教育局教育映画課と連絡する方途が講ぜ られたことである。

これ らは,本 来,文 部省を経て都道府県庁に通ずる日本側の行政ルー トによって措置される

べ き事項であるにもかかわ らず,地 方軍政部がその代行機関として位置づけられた背景には,

単に,日 本側連絡網,輸 送網の不備が 「ナ トコ」の円滑な運用の障害となることが懸念 され

だ事情があっ忙に止 らず,同 計画における軍政部の立場の重要性を如実に物語るものであっ

た。

3.「 ナ トコ」運 営 の実 態

各都道府県軍政部を通じての 「ナ トコ」機材の貸与はユ948年末には完了し,そ の中核とな

る映写機は,:地区視覚教具サービス本部留保分を除いて1,000台 余が当該府県の人口と面積

の按分により配分がなされた。同じ項,各 都道府県主催の 「ナ トコ」操作技術講習 も一通 り

終了し,一 府県平均280人 余の映写技師が誕生しナこ22)(表一3参 照)。

映写機の配置,映 写技師の養成が進むにっれて,各 地で映写活動が始められ1948年 か ら翌
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「ナトコ」映写機,映 写技術者配置状況および関係予算額(1949年)表一3

(参考2)

霧配
リ準置

嬉 数

(参考1)

べ幻配

射璽
1口
型機数
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円
)

関
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予
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額

者術技写映

り
人
数

一台
当
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写
機
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者
一
般
指

官
公
吏

教

員

総
人
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習
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配
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台
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映
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機罫
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20
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19
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19
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17
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16
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12
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12

12
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(注)下 記資料により作成した。関係予算額のみ1950年 度の統計を掲出した。

『映画教室』3巻6号(1949年6月1日)P.10-11

日本教育映画協会 『視聴覚教育要覧』1952年,P.224

『GHQ/SCAPRecords』CAS(A)9542

映写機は,こ の外,各 地区視覚教具本部に も平均およそ30台 ずつ予備として

留保されていたから,そ れを含めた総配置台数は1,300台 余 となる。
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(注)日 本映画教育協会 『視聴覚教育要覧』(1952年)P.226-7 所収の調査データによる。



対日占領における民間情報政策

年にかけて本格化した。それに伴なって 「ナ トコ」

映画の観覧者は飛躍的に増加したが,こ の間,当 初

の,都 市部における常設館を利用 しての劇場映写か

ら,や がて農山村を中心 とす る移動映写が主力 とな

る傾向が顕著に見られた(図3～4)。 これは,発

社103号 において,「 ナ トコ」映画を出来 るだけ多く

の人々に見て もらうための有効な方法 として移動映

写を強 く推奨 し指導 した結果に外な らなかった。同

通牒には,「 日本の人口の35%か ら50%は 劇場から

隔離 されている現状」をふまえて,映 画の機会にめ

ぐまれない地域を中心に巡回上映計画を立てること

を勧め,「(当 該計画は)と くに重要」であるが故に,

その実施案については軍政部の検認を経 ることを義

務づけていた。事実,当 時全国にはおよそ2,000の

映画館(三 十五粍 トーキー映写機設置)が あったが

都市部に偏在し,映 画館のない町村は90%に 達 して

いだ。一方,学 校には5,834台 の稼働可能の十六粍

映写機があったが,そ のほとん どはサイレン トで,

しかも都市部の大規模校に集中していナこ。したがっ

て,農 山村に住む多 くの人々にとって映画 とは縁遠

い状況下におかれていた23)。「ナ トコ」 を各都道府

県に配当す るにあたって面積を加味し,広 さに応 じ

て移動映写班の編成数を増加 し(大 規模県5班,中

規模県4班,小 規模県3班),「 ナ トコ」1台 当りの

最低稼働 日数(1ヵ 月20日以上)を 定め,か つ,前

記移動映画実施計画に対する軍政部の強い監督権限

の附与等の諸措置は,結 局,「 ナ トコ」運営におい

て映画の機会にめ ぐまれない地域に格別の配慮を払

図一4CIE映 画観覧者数(2)
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うべ き趣旨に依拠してなされたに外ならなかった。 ここに,受 入態勢が整備 され るにっれて,

綿密に計画 された移動映画が 「ナ トコ」による映写活動の中核 となり,そ の定着 とともに観

覧者数の増加に大きく寄与するに至る必然的事情があった。

移動映写は,受 入側(市 町村,公 民館,青 年会,婦 人会)に 少なからぬ経費負担(設 備,

電気配線,技 師の宿泊等)を 余儀な くせしめたのみならず,劣 悪な電力事情(無 電灯地域お
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図一5「 移動映写」実施計画図(新 潟県佐渡1949年7月)
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対日占領における民間情報政策 255

よび電力不足による停電や低電圧)に 悩まされるなど,多 くの困難が伴なっ元が担当者の熱

意 と地域民の映画への期待に支えられて着実な歩みを進めた。「ナ トコ」 機材(映 写機,ス

ピーカー,変 圧器ま把は発電機,ス クリーン,映 画 フィルム,工 具,交 換部品等)は,リ ヤ

カーはおろか,自 転車 も通れぬ山道 きえ,人 々の肩に受けつがれてはるばる運ばれ,不 安定

な画像にもかかわ らず,娯 楽,文 化にめ ぐまれない人々の熱いまなざしの下で,時 として夜

半す ぎまで繰 りかえし映写がつづけられた24)。反面,常 設映画館のある都市部では,フ ィル

ム絶対数不足の初期においては 「ナ トコ」映画の上映が歓迎 されたものの,興 行映画の製作,

配給が復旧するにっれ,低 調 となりがちの傾向があっだ25)。

映写機の配置や運営態勢に関する順調な進捗状況に比し',映画フィルムの量的,質 的な充

足はお くれがちで,と か く映写活動の重大な隆路 となった。 このことは,「 ナ トコ」が軍用

機器の転用により急遽具体化し,必 ずしも広報計画の一環 として周到な準備をふまえて着手

された ものでなかっだ ことを如実に物語っていた。全映写機の全国配置が完了した時点で,

1台 当りのCIE映 画 フィルムの平均本数が2本 に も満たず(表 一4参 照),併 映可能の日

本製教育映画(文 部省の教育映画等審査委員会の審査を経たもの)を 加えても3本 たらずの

表一4CIE映 画の封切本数

時 期 区 分

'48年11月 末 まで

'49年4月 末 ま で

'49年11月 末 ま で

'50年4月 末 まで

'50年11月 末 ま で

'51年4月 末 ま で

CIE映 画
封 切 総 数

1

7
・

7
.

9
臼

4
凸

8

ρ0

り
臼

4

3

「0

ρ0

〔日本映画内数〕

〔2〕

〔2〕

〔4〕

〔1〕

〔14〕

〔9〕

累 十
ニ
コ
ロ

61

88

135

167

221

289

(注)民 間情報教育局編 『CIE映 画 日録』('51.4.1)に よ り作成。

現実26)は,配 当映写機をフルに稼働せしめるのを妨げ,ひ いては発社103号 に現定 された稼

働日数(1台 当り1ヵ 月20日 以上)の 到達を困難ならしめた。 この事態に,GHQ民 間情報

教育局では,米 国内製作の作品に加えて,イ ギ リス,オ ース トラリア,カ ナダ等の教育 ・文

化映画フィルムを取 りよせ る一方,日 本国内での製作を進め,な いし,日 本製映画を買い上

げCIE映 画として配給する方途を講じフィルム数の確保を図っだ。海外か ら到着したフィ

ルムは,日 本語に吹 き替えられ,な いし字幕スーパーが入れ られだ後,都 道府県別の個有ナ

ンバーを有するコピーが作製されて,解 説用パンフレッ トとともに各:地に送 られた。

このような,CIE映 画 フィルムの準備状況か ら,そ の内容に も,地 方軍政部が取 り組んで

いる,時 々の広報計画 と合致せず,な い しは,そ の必要を満たし得ず,あ るいは,日 本人の
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表一5CIEフ ィル ム の概 要(,47一'51年)
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消防施設と活動,消 防学校

赤十字,YMCA,少 年 クラブ,「 青少年の補導」 「公民教室」,キ ャ
ンプ,「 明日の市民たち」

「婦人と共同社会」 「働 く婦人」 「この妻の願いを」「腰のまがる話」

「伸びゆ く婦人」

国立図書館,「 書物だけでなく」 「ぼ くの夢」 「図書館の宝索し」

「格子なき図書館」

児童博物館,自 然科学博物館

国立公園

野 球,ス キ ー

「余 暇 を生 か し て」 「ス ク エ ア ダ ンス を 踊 ろ う」 「動 物 園 」

トス カニ ー 二,ト ロン ト交 響 楽 団,フ ォス ター 名曲 集,民 謡

米 国 各 州,各 都 市,オ ー ス トラ リア,カ ナ ダ,メ キ シ コ,ブ ラジ ル,
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

世 界 ニ ュ ース フ ラ ッ シ ュ,フ ィル ム ス ケ ッチ,海 外 の 話 題

原子力,火

(注)・'51年4月1日 現在のフィルム目録(CIE編)に より作成しナこ。(同 年末日までの封切予定を含む)

・内容は,複 数の主題をもつフィルムについては要約して提出したが
,そ の他はタイトル名(「 」)

を掲げた。

・フィルム数欄の()は,日 本製 フィルムで内数である。
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生活実態 と余 りにも懸隔し所期の効果が期し難い事態 も往々惹起 されがちであっだ。

表一5は,1949年4月1日 現在のCIE映 画 フィルム299本 を内容別に区分 した ものであ

る。同フィルムは翌年5月 には講和条約発効に伴ない,当 初の使命を終え整理再編(USIS

映画 と改称)さ れることになるので,当 該フィルムは 「ナ トコ」全盛期のフィルムの全容が

包括されていると見 ることがで きる。

まず,地 誌 ・紀行的内容,ス ポーツ ・リクリェーション ・音楽番組,さ らにはニュース映

画の転用と見 られる作品が,か なりの数に達してい るのが目立つが,こ れは欧米諸国の風土

や時事問題に対する視野,見 聞を広めようとするね らい も無論あったが,既 存フィルムをそ

のままの形で急 ぎ受け入れ,利 用する上での便宜が大 きく係っていた ことは否めない。

政治,社 会諸制度に関する実践例を紹介し,そ の近代化,民 主化過程への認識を深めると

ともに,近 代社会,民 主社会の成否 として目覚を促すことを企図したフィルムも大 きな比重

を占めているが,こ れ らの申には,出 来あいの作品の購入に止 らず,日 本向けに別途発注し

作製したものと見 られる,す ぐれた作品 も多 く含まれていだ。ことに,国 民生活 と密接に結

びつく教育,保 健医療,労 働関係,各 種産業については相当数のフィルムが用意された。教

育問題をテーマとするフィルムでは,学 校や教師の仕事の内容についての一般的解説,新 し・

い教育理念や教授法の紹介に加えて,学 校統合,教 育委員会の組織運営,PTA活 動の在 り

方が とりあげられた。まだ,保 健医療関係では,公 衆衛生 と予防医学の重要性を強調する作

品が目立ち,病 気の症状と予防法,保 健所の役割等のテーマが描かれだ。さらに,労 働関係

としては,各 種勤労者の職務,待 遇,生 活を紹介し,労 働組合の結成,労 使交渉上の指針を

提示する作品が用意 されナこ。加えて,各 種の産業関係フ ィルムによって,経 営の合理化,生

産性の向上,経 済効果,安 全対策等の現状と展望が提示 されだ。この外,選 挙制度,三 権分

立,納 税制度,地 方自治等の理念と在 り方についても重要なテーマとして取 りあげられた。

一方,婦 人や青少年の活動,公 民館 ・図書館 ・博物館の機能,会 議の手続や新聞報道の在

り方 を主題とする作品群 も少なか らぎる比率 を示しだ。これ らは,婦 人や青少年の公共的活

動を通じて,社 会人としての責任を目覚 きせ,併 せて正確な情報の提供や公的研修の施設や

機会の充実によって国民一般の民主主義に対する意識基盤の確立を期すべ く用意されていた。

各都道府県軍政部民間情報課は,折 り折 りの重点政策課題に即して広報計画を立て(前 掲

表一1中 の内容上の優先項目参照),そ の一環 として当該CIEフ ィルムの活用を図った。

しかしなが ら,実 際には,つ ぎのような諸事情がからんで,必 ずしも所期の効果をあげ得な

かった。すなわち,第 一に,フ ィルムの絶対数不足 と関連して,必 要な主題の作品が得 られ

ず,広 報活動における映画の特性を発揮で きなかったことである。たとえば,供 米,納 税,

政治意識(選 挙,地 方自治,市 民 としての権利,義 務)の 啓発は,常 に,重 点的広報事項に

位置づけられながら,こ れ らのテーマに関して用意されたフィルムは きわめて少な く,長 期
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にわたって繰 り返きれナこ啓蒙活動において,と うてい中核だる地保を確保し得なかった。ま

た,す ぐれたフィルムでも,到 着のおくれから,そ の効用が大 きく減退する場合 も少な くな

かった。たとえば,1948年10月 一12月 期の最:重点事項 とされた 「教育委員会の趣旨徹底」に

関して,「 新しい村の学校」(CIE映 画番号354)は,ま きに格好の作品であっアこが,1951年

に至 りようや く配給される有様で,教 育委員会の在 り方が問われ人々の関心が高まった肝心

の時期に,そ の持ち味を生かし切れなかった27)。

第二は,フ ィルム選択の基準,製 作意図と視聴する日本国民の意識,生 活の実態 との間に

大 きなへだた りがあ り,作 品のねらい,趣 旨が必ずしも円滑に伝達 されず,有 効性を発揮し

得ない場合 も少なくなかった。製作にあたり,政 体(君 主制民主主義)の 似だイギ リスやオ

ース トラリアを舞台とした り,画 面中にさりげな く日本や東洋との係 りを もつエピソー ドを

挿入したりして異和感をやわ らげる工夫を加えたが,風 土,民 族性,生 活様式 ・水準の相違

に由来す る 「ずれ」は,日 本語吹 き替えにあたっての未熟 きと相侯って依然 として解消され

ず,と かく,異 国や異文化に対する物珍しさと驚 きの域に止 り,主 題の理解に立ち至 らない

で終息しがちの傾向があった。このことは,「(「ナ トコ」 映画は)従 来の教育映画 と異なり

充分興味が もて,ニ ューセンスに富んでいて公開希望申込が多 く甚だ好評である」28)との評

価があった反面,関 係者か らっぎのような指摘がなされていることか らも裏づけられる29)。

「一般に,CIEフ ィルムは田舎の人々にとって難しす ぎて理解できない。フィルム中に

用い られてい る例は,人 々の平均的知識や経験の範囲を超 えている。このため,人 々は農

家が共同で トラクターを買っていた事実は記憶に止めるが,何 故農家が協同でそれを買わ

ねばならないかにっいては記憶に残 らない。」

4.「 ナ トコ」 に見 る民 間情 報政 策 の変 容

「ナ トコ」による広報活動の展開は,連 合国軍の民間情報(広 報)に 関する諸施策の中で

はやや立ちおくれの傾向があり,一 連の占領政策を支援し実効を高める上で十分その機能を

発揮し得なかったきらいがあっナこが,迅 速な実施態勢の確立,効 率的な運営,さ らには日本

側関係者の熱意等によって,き わめて短期間の実践にもかかわらず色濃い痕跡を残 した。

つまり,「 ナ トコ」 の導入が,既 成の枠組か ら脱して新たな局面の展開を促す きっかけと

して有効に作用 したことは否めない。その第一は,社 会教育における視聴覚機器利用上の組

織 ・運営の基盤が確立 されたことである。とか く,学 校教育の方法にす ぎない ととらえられ

がちであった視聴覚媒体を成人教育に広 く取 り入れ,し か も専任の担当者を都道府県教育当

局に配置し成人向けの視聴覚教育計画の立案,実 施の責任を有する枢要な立場 として位置づ

け,か つ,機 材の受け入れ,整 理,利 用,修 理に関する体系的な管理 システムが形成された。
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第二は,視 聴覚教育を教育学理論をふまえた発展的過程 としてと.らえる考え方を一般化 さ

せ る契機 となったことである。つまり,映 画等の具体的手段を用いることによ り抽象的概念

を短期間に効果的に形成せしめ,し かも,創 造的自発的活動への意欲を伸ばす ところに視聴

覚教育のね らいを設定 し,そ のために周到な準備 と工夫(視 聴後の討論等)を 強調する理論

(E・ デール,C。F.ホ ーバン等)が 「ナ トコ」 とともに紹介 され,そ して 「ナ トコ」 とと

もに普及して行った30)。

第三は,鮮 明な画像 と忠実度の高い音質を誇 る 「ナ トコ」に刺激されて,国 産十六粍映写

機が,従 来の無声主体からトーキ化へ と急速に進み,か っ性能の著しい改善が図られ,こ の

ことが映画教育の見直しを促し,需 要の増大が良質の教育 ・文化映画を生み出すに至 る,視

聴覚教育の普及振興への連鎖的現象が生 じたことである31>。

第四に,全 国各地の広範かつ多 くの人々に対し,映 画を通 じて異文化に接する機会を附与

し,時 代の転換を認識せしめる上できわめて効果的な役割を果したことである。ことに,日

頃,文 化施設に恵まれない農山村,就 中,山 間僻地,無 電灯地区の住民に与えた驚嘆,衝 撃

は計 り知れなかった32)。

このような鮮やかな 「ナ トコ」の軌跡 と,高 水準に維持 されたその稼働実績とは裏腹に,

民心は,や がて急速に 「ナ トコ」の画面から離れて行った。それが,単 に,教 養よりも娯楽

を求める観衆の欲求,な いし,生 活実態 と余 りにかけ離れた内容,筋 立てに対す る異和感,

ないし,翻 訳調,教 訓調で押しつけがましい語 り口への反感等に起因す るに止 らず,よ り根

源的には,フ ィルム傾向の微妙な変化を敏感に察知した対応に外ならなかっナこ。つまり,朝

鮮半島をめ ぐる東西両陣営の対立 と政治的,軍 事的緊張の高まりは,CIEフ ィルムの企画,

製作にも反映し,反 共主義に貫ぬかれだ政治教育的内容を主題 とするフィルム(「 侵略に答

える国連」,「国連 と世界の粉争」,「ソ連はこう考える」,「自由のための戦い」,「共産主義の

足跡」等)が 優先的に配給,上 映されるに至 り,従 来,占 領 目的の枠内とい う制約はありな

が らも露骨さが比較的おさえられ,教 育 ・文化映画 として保忙れていた品位 と格調が失なわ

れ,性 急な時局対策的映画のイメージが強まるにっれ,次 第に民心を遠ざける結果をもたら

したのである。

このことは,結 局,前 記G-IIの,占 領機構中枢内における勢力伸長 と,そ のGHQ/SCAP

内各局 ことに民間情報教育局への影響力の拡大に伴なって惹起されていた。マッカーサーの

側近の一人として占領政策の帰趨に大 きな発言権を擁していた,G-II部 長,ウ ィロビー少

将は,そ の経歴と信条をふまえて早 くか ら東西の対決を予測し,そ れに即して対 日占領政策

の基調を反共主義で貫ぬ くことを主張し,同 じマッカーサーのブレーンで,民 主化の徹底 こ

そが長期的展望に立てば自由陣営の利益に直結すると主張するホィットニー民政局長(Brig.

Gen,C.A.Whitney)と 鋭 く対立していた33)。永年,太 平洋戦線で軍情報関係要務を一手
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に掌理し,対 日占領の途を切 り開いたことを自負す るウィロビーは,一 旦は,そ の手足であ

っだ軍諜報部(MIS)所 属のCICを,GHQ/SCAP内 に新設 されだ民間諜報局(CIS)に

委譲し,戦 犯の逮捕,自 由主義者の追放解除,公 職追放,日 本側警察 ・公安組織への援助等,

占領地行政の遂行に伴な う対民間の情報収集および実務機能を同局に委ねたが,初 期の非軍

事化政策が一段落するや,同 局をGHQ/SCAPか ら切 り離し,事 実上,G-IIの 直轄機関と

することによって(1946年5月3日),従 前 と変 らぬ権限を行使できる体制の構築に成功し

た(前 掲図一1参 照)。 このまきかえしは,ま きに,「占領下民間情報(諜 報)活 動の顕著な

転回点」34)を意味した。以来,民 間諜報局(CIS)の 諜報活動策定中枢において,右 翼対策

(rightistsurveilance-generalactivitiesbranch)と,左 翼対策(leftistsurveila且ce

-specialactivitiesbranch)と の活動比重が逆転 し,後 者の機能が重視きれる兆候が見

え始め,次 第に強化されて行っナこ35)。

民間諜報課に比し,GHQ/SCAP内 に留った民間情報教育局の民間情報(広 報)担 当諸課

は,占 領機構上,米 国太平洋陸軍(USAFPAC)のG-IIの 直接的な支配下には置かれて

いなかっナこが,当 該G-IIがSCAPのG-IIを も兼ねていたため程度の差はあれ同様の立

場にあっナこ36)し,加えて,地 方 レベルにおける広報活動の実施がUSAFPAC下 の地方軍政

組織に依存せざるを得ない実態からみて も,そ の影響を免れ得なかった。

GHQ/SCAP民 間情報教育局による広報活動にあきだ らなかったG-IIは,地 方軍政組織

を通 じて手持ちの軍用視聴覚機器の活用を企図し,ま ず,:地 方軍政部における態勢の整備を

働 きかけることから着手しだ。地方 レベルの広報活動が,CICの 諜報活動に くらべ,明 らか

に弱体であることをふまえ,民 間情報部門を民間教育部門か ら切 り離 し独立せしめることに

よって,そ の組織,機 能の拡充を期しだ(1948年3月)の である。

かくして,「 ナ トコ」 の実施態勢がにわかに整い,間 接統治形態においては異例にも,管

理運営に軍政部が直接関与す るシステムが形成 され37),し かも前記公式文書(通 牒)中 に明

示 きれた。当初,CIEフ ィルムの選定,製 作の企画立案に裁量の余地が残 されていたGHQ

民間情報教育局教育映画課の職分 も,や がて,特 定フィルムの優先配給の過程をへて,G-II

の単なる事務機関へ と化して行った。

注

D

⑳

)3

『近 代 日本 教 育 制 度 史料 』 第16巻p.292

EighthU.S.Army"ProvisionalManualforMilitaryGQvernmentinJapan"1948年P.68

(『GHQ/SCAPRecords』CAS(A)1104

また,同 文 書 中 に収 め られ て い る 「地 方 軍 政 部 の任 務 」 に 関 す る準 則 申 に は,「 連 合 国 軍 総 司令

官 の 命 令 に 関 し,日 本 人 の 遵 守 状 況 を監 視 し点 検(observeandcheck)す る」 こ とに 次 い で,「 日

本 人 に 占 領 の ね らい,命 令 の計 画 の内 容 に つ い て 啓発(infom1)す る」 こ とが そ の 使 命 と して掲 げ

られ て い る(同 書p.8)。

竹 前 栄 治 「占領 戦 後 史 一 対 日管 理 政 策 の全 容』1980年P.36
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4)思 想 の 科 学 研 究 会編 『共 同研 究 日本 占 領 軍,そ の光 と影 』 上 巻1978年p.121

5)米 極 東 軍(米 太 平 洋 陸 軍 が'47.2.1に 改 称)が 編 纂 した 太平 洋戦 争 開 始 か ら対 日占 領初 期 に至 る諜

報 関 係 記録 文 書("InteligenceSeries"全9冊1948～50年,マ イ ク ロフ ィル ム化 され 国立 国 会 図

書 館 に 所 蔵)が あ り,G-E略 史,軍 諜報 局(MIS),統 合 諜 報 局(AIB),統 合 通 訳 翻 訳 局(ATIS),

統 合地 理 局(AGS),諜 報 専 門部 隊(TIU),対 敵 諜 報 部 隊(CIC),民 間 諜報 局(CIS)ご とに詳 細

な 記述 が な され てい る。

な お,こ れ ら諜 報 関 係 諸部 隊 にお け る 日系 二 世 の 立場,行 動 につ い て は,下 記 の文 献 に くわ しい 。

ジ ェー ム ス ・小 田,『 あ る 日系 米 兵 の手 記 』,1973年,あ ゆ み 出版

ジ ョー ゼ フ ・D・ ハ リン トン,妹 尾 作 太 男 訳,『 ヤ ンキ ー サ ム ラ イ ー 太平 洋 戦争 にお け る 日系

二 世 兵 士 』1981年,早lll書 房

6)　 OrganizationandActiv量tiesofGHQ/SCAPandFEC"P.99(『GHQ/SCAPRecords』AG

(D)3092-4)

7)「 軍 政」 と呼称 す る こ と に固 執 し,戦 時 さな が らに第 八 軍 の 編成 に軍 団制 を残 存 せ しめ た こ と等 に

顕 著 に現 わ れ てい る。(拙 稿 「対 日占領 に お け る地 方 軍 政 」 一 地 方 軍 政 部 教 育 担 当 課 の活 動 を中

心 と して一 」 『教 育 学 研究 』第49巻2号,1982年,p.1参 照)

8)民 間諜 報 部(CIS)は,対 敵 諜 報 部 隊(CIC)民 間 検 閲部 隊(CCD)等,GHQ/SCAP下 の 局 と し

て は 異 例 に も,全 国 に配 備 きれ そ の手 足 た り得 る執 行組 織(軍 諜 報 部MISの 組 織 移 譲)を もち,

また,警 察,消 防,刑 務 所 を も所轄 す るな ど 「占領 にお け るFBI」(theFBI・fthetheater)と い

わ れ,強 力 な権 限 を有 して い た 。中 で もCICは,そ の 中 核 た る最重 要 の組 織(themostimportant

operatingagency②P・16)で,地 方 軍 政 部 同 様,二 軍 団制(京 都,(仙 台)の 下 各 府 県 に末 端 組 織

を もち,単 に情 報 収集 の み な らず 警 察 に 相 当 す る権 限 を有 して い た(①P.30,P.96)。 戦 場 に お い

て は常 に最 前 線 に 位 置 し,占 領 に あ た って は 先 遣部 隊 と し て の役 割 を果 す 等,軍 事 的 に は きわ め て

重 要 な位 置 を占 め た 。 これ が,「CICな しで は 占領 軍 は 暗 や み の 申 で行 動 す る外 な い 」(①p.119)

とい わ れ る所 以 で あ っナこ。

①GHQ/FEC"ABriefHistoryoftheG-2Section,GHQ,SWPAandAffiliatedUnits"

1948年

②GHQ/FEC"OperationsoftheMilitarylnteligenceSection,GHQ,SWPA"1949年

③GHQ/FEC"OperationsoftheCou且terInteligenceCorpsintheSWPA"1949年

g)SCAPGeneralOrderNo.22

CISは 「G-IIの 実 働 機 関」(theoperationalagencyforG-II)に な っ た,と 評 され だ 。

GHQ/FEC``OperationofCivilInteligeRceSectiollGHQ,FECandSCAP'1948年p.61,

P。113-4

10)前 掲 「対 日 占領 に お け る地 方 軍 政 」,1982年,p.4

11)FighthU.S.Army"Pro†ionalManualforMilitaryGovernmentinJapan"1948.9.1P.8

(『GHQ/SCAPRecords』CAS(A)1104)

12)檜 垣 良 一(交 部 省 芸 術 課長)「 ナ トコ受 入 体 制 を語 る」(『映 画 教 室 』2巻3号,1948年,p.16

文 部 省 の 当 該 通 牒 案(タ イ プ10頁)は,下 記 に収 め られ てい る。

「文 部 省 檜 垣 芸 術 課 長文 書」(『戦 後 教 育 資 料 』 皿 一121)

13)「 ナ トコ」 の 貸与 お よ び受 け入 れ 準 備 に つ い て の 内達 は,1948年3月 初旬}こ,文 部 省 か ら各都 道 府

県 に な きれ ナこ形 跡 が あ る(秋 田 県 教育 委 員会 『教 育 あ きた 』 第5号,1949年,p.45,九 州 連絡 調 整

事 務 局 「執 務 報告 」 第4号,『 外 務 省外 交 資 料 』A'0103P.61,東 海北 陸連 絡 調 整 事 務 局 「執 務

報 告 」 同A'0098P.125)。 しか しな が ら,詳 細 な実 施 要 領 が 正式 に都 道 府 県 関 係 者 に示 され ナこの

は,同 年夏 に招 集 きれ た 全 国 教 育 部 長 会議 に お い て で あ った もの と見 られ(関 東 視 聴 覚 ラ イ ブ ラ リ
ー委 員 会 『視 聴覚 教 育 の在 り方 』1952年 ,p.105),こ の こ とは,埼 玉 県 が8月30日 付 で県 下 各 地

方 事 務 所 あ て発 し た 「ア メ リカ政 府 所 有 十 六 粍 発 声 映 写 機 の 受 入れ に つい て」(木 村 泰夫 『埼 玉 県

終 戦 教 育 資 料 公:文書 集 録 』1967年,p,196-8)の 内 容 が,実 施 計 画 案 と きわ め て類 似 し てい る こ と

か ら確 認 し得 る。

14)『 近 代 日本 教 育 制度 史 料 』 第27巻,p.561-3

15)『 映 画 教 室 』3巻3号,1949年,p.16

16)『GHQ/SCAPRecords』CAS(A)292

同施 行 命 令 に よ る 「ナ トコ」 増 配 に よ って,各 都道 府 県 軍 政 部20台,地 区 軍政 部20台 の割 合 で 配

置 され る こ とと な っ た(秋 田 県 教育 委 員会 『教 育 あ きた 』1949年,p.43)。
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四国軍政部"MotionPictureProjectionEquipmentfortheEducationandReorientation

oftheJapanese"1948年6月 『GHQ/SCAPRecords』CAS(C)6098)

17)就 中,映 画技師の養成,お よび免許状交付には 「唯一の責任者」 とされ,教 育長,社 会教育課長の

職印が通用 しなかった。

18)こ の ことは,日 本側関係者の下記のような対応,受 けとめ方に如実に反映 されている。

「運営上慎重を期し,ナ トコ関係文書は必ず市長が目を通し決裁 した」(駒 野侑く新潟県 「ナ ト

コ」技師〉メモ,1978.8.14)

「(「ナ トコ」の運営体制は)好 むと好まぎるとにかかわらず,受 身の形で発足しナこ」(大 分県教

育委員会 『大分県教育十年のあゆみ』1959年,p.125)

「(視覚教育係長の)免 許状授与権とともに,フ ィルムライブラリーに対する運営上の権限につ

いても,全 国主管課長会議で問題 ときれ,た びたび文部省に改正方申し入れがなされナこ」(『宮城県

教育百年史』第3巻 戦後編,1975年,p.247)

19)昭 和23年 度の視覚教育係所管予算額は,一 県平均152万 円であったが,翌24年 度には270万 円に急伸

した(『 映画教室』3巻6号,1949年,p.13)。

同経費の,社 会教育関係費中に占める割合は,た とえば,宮 城県では4分 の3(303万 円中228万

円,昭 和24年 度)で,こ の傾向は1952年 まで続いた(前 掲 「宮城県教育百年史』p.247)。

20)『GHQ/SCAPRecords』CAS(A)294

21)同 施行命令3項(1)一(2)参 照。

第一軍国軍政部民間情報課が管下軍政部民間情報担当官の手引書 として用意 した 文 書("Civil

InformationD量gest"vo1.1No.1'48年5月P.5)に は,「 ナ トコ」運営上,各 担当官に課 され

た職務は各府県視覚教育係長の背後にひかえ,働 きかける(push)こ とであるし,具 体的に,助 言

(su99est),支 援(support),奨 励(stimulate),調 査(survey)の 「4S」 を掲げている(『GHQ/

SCAPRecords』CAS(C)5499)。

22)映 画技術免許取得者の過半数は学校の教職員で占め られたが,こ れは,1.当 時社会教育施設 ・団

体が未成熟で,多 くを地域の学校の教員に依存せざるを得なかったこと,2.当 時,学 校教育にお

いても 「映画を見る学童600万 組織運動」,「映画教育運動」等を通じて教育映画利用への関心が高

まりつつあったこと,3.各 府 県教組が地域文化活動の一環として教員の社会教育への参加を奨励

し同講習に協力したこと,等 の諸事情が反映された結果であった。(日 本映画教育協会 『視聴覚教

育のあゆみ』1978年,p.61-3,『 映画教育」2巻6号,1948年,p.20)

23)日 本教育映画協会の下記調査データによる。

『映画教室』3巻3号,1949年,p.19-21

「映画教室』2巻2号,1947年,p。22-4

24)移 動映写活動に関す る実践記録は数多いが,下 記に収められた関係者の回想記,談 話は真に迫 り感

動をよびおこす。

「ナ トコは行 く一 山を越え谷を渡り」『教育秋田』第5号,1949年,p,46-7

「新 潟県ナ トコ関係者座談会記録」『戦後教育資料談話シリーズ」1980年7月11日 収録,テ ーフ。

番号8004～5

新潟県視覚 ライブラリー編 『新潟県視覚ライブラリーの歩み』1974年,p.20-1

25)た とえば,名 古屋市では,「 ナ トコ」映画会への参集者が少なく,軍 政部の手前,動 員に頭を悩ま

したといわれる(東 海社会教育研究会編 『東海の社会教育』第21号,1978年,p.90)。

26)1949年2月1日 現在の調査によれば,東 北,関 東両地区において,「 ナ トコ」映写機363台 に対し,

CIE映 画総フィルムは606本,1台 当 り1.7本 で,こ れに国産フィルムと加えて も2.6本にすぎなか

った。(新 潟県フィルムライブラリー 『マンスリーニュース』No.3,1949.2.28P.2)

27)同 様 に,教 育関係の下記のようなフィルムは,内 容,構 成ともにす ぐれ,啓 蒙用として利用度の高

いものであったが,教 育施策の進捗に比 し,配 給開始がいかにもお くれ,そ の効果の減退は否めな

かった。このことは,他 の分野においても同様であっナこ。

18「 みんなの学校」(配 給開始1948.4.1)

69「 新 しい教育」(同1948.11.12)

199「 学校の改革」(同1950.10.6)

28)四 国連絡調整事務局 「執務報告」1948.6.30『 外務省外交資料」A'0102P.45

29)千 葉軍政部民間情報課 「定期活動報告」(1948年10月)『GHQ/SCAPRecords』CAS(B)3239

同年9月 の京都軍政部,岐 阜軍政部各民間情報課の報告書中に も同様の指摘がなされ てい る。
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(同書CAS(A)1896,3254)

30)檜 垣良一(文 部省芸術課長)「 視覚教育指導者講習会における講演草稿」全10頁(『 檜垣文書』所収)

関東地区視聴覚ライブラリー委員会 『視聴覚教育の在 り方』1952年,p.15-7

ナ トコによるフィルムの映写活動が,日 本人の国際情勢に関する啓蒙や民主化への認識を深めし

める上で十分な効果をあげるためには,単 に映画に接する機会を提供するに止らず,映 画終了後,

当該主題をめぐり討論を行なうことが奨励きれた。このため,各 フィルムに添付 きれナこパンフレッ

トには,内 容梗概,映 画会の企画実施方法,展 示品の指示等に加えて,必 ず討論の進め方,討 論課

題の例示がなされた。しかし,会 場の問題(大 講堂,野 外),観 衆の問題(娯 楽 としての映画認識,

討論に対する不慣れ,年 齢経験の広範多様性),司 会者の問題(司 会技術の未熟,準 備不足),フ ィ

ルム自体の問題(絶 対数不足のナこめテーマによる番組編成不可能,観 衆の問題関心や実生活から遊

離した構成 ・内容)等 々の諸事情は,そ の意図が達せ られるためにはあまりにも複雑かつ多難であ

った。

31)「 ナ トコ」映画に:対する観衆の素朴な感動,驚 嘆の様子は下記に鮮やかに描かれている。

林 正(岐 阜県視聴覚係長)メ モ,1978.10.19

丸山林松(新 潟県ナ トコ技師)メ モ,1978.7.31

32)思 想の科学研究会編 『共同研究日本占領』1976年,p.145

33)GHQ/FEC"TheOperationofC互viHnteligenceSectionGHQ,FECandSCAP"1948年

P.61

34)GHQ/FEC"ABriefHistoryoftheG-II,GHQSWPAandAffniatedUnits"1948年,

p.115

GHQ/FEC"Operatlonofthe.MilitaryInteligenceSectionGHQ,SWPA/FEC/SCAP

1948年P.130

35)CISがG-IIの 直轄となった直後に,GHQ,CIEの コンデ映画課長が職を追われていることは,

同課に対するウィロビーの影響が既に現われ始めていたことを物語っている。

36)「 ナ トコ」実施計画過程における軍(G-II)主 導実態については既に見たが,「 ナトコ」機材に表

示 されることになった標識が,当 初の 「米国政府所有」(pr・pertyoftheU.S.Govemment)か

ら 「米国陸軍所有」(pr・pertyoftheU.S.Army)へ と変えられている経緯にも象徴的に うかが

える。

〔附記〕

本稿の記述は,多 くの地方軍政部係官および日本側 「ナトコ」関係者か ら提供された資料,談 話,メ モ

等に負 うところが少なくない。また,「 ナトコ」映画 フィルムの内容分析にあたり,そ の探索に全国各地

の図書館,視 聴覚ライブラリーか ら全面的なご協力を得た。これらのご厚意に心から感謝する。

なお,収 集した文書資料,談 話録音テープ,VTRテ ープ,映 画フィルムはすべて整理し,大 阪大学人

間科学部教育制度学研究室に保存してある。
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"JapaneseAdult 一耳ducationProgramthrough16mmSound

ProjectorsandFilmsloanedbySCAP"

AkiraABE

Duri且gtheWorldWarIItheJapanesepeoplehadbeenkeptfromtheknow-

Iedgeoftheintemationalsituationbypressureofmilitarismandultra-11ationalism:

hencetheyhadnocorrectconceptofdemocracy,nottospeak:oftheworld'ssituatio且.

Sowithaviewofeffectingtheenlightenmentofthemintheworldsituatiollalld

.d

emocratizatiollofJapan,GHQ/SCAPdecidedtoloa且16mmsoundprojectors(called

NATCO)andfilmstoeachprefecture.Bytheendof1948about1000projectorsand

al)Qut2500motionpicturefilmsweretransferedtoeveryprefecturalgovermnent.

Theprogramsforutilizationofthemwerethefollowing;

1.TheprefecturalauthoritiesestablishtheVisualAidUnitintheSocialEducation

Section.TheSocialEducationSectionappointsonefull-timechief(VisualAid

Officer)andanyotherIleccesaryperso且el.Therespo皿silityoftheprefecturalVisuaI

AidUuitistheplanniエ1gutilization.offilmandequipment.

2.Theprefecturalauthor三t三esestablish,with量ntheCelltralLibraryoftheprefectロre,

aFilmLibraryUnit.Theprefecturallibraryfurn量shesatleasttwofull-time

service皿embers,oneofwhomisalibrarianandtheotherisinchargeofthe

bookingbusiness.TheFil皿LibraryUnitisrespo且sibleforalldetailsofshipment,

bookinga且drecordkeeping.

3.TheprefecturalauthoritiesestablishaReg三 〇旦alEquipmentandServiceCenterin

co-operatio且withotherprefecturesoftheirrespectiveregion.Thedutyofthe

regionalservice.centeristherepairandmai耳tenanceofequipment,thedistribut三 〇n

offilmandequipmentandthe皿aintenanceofaregionalfilmlibrary.

4.Anli且imumoftwentydailyshowingpermonthismadewithanymachineissued

o皿extendedloan.

5.Theprefecturalauthorit三esputi且topracticethetravellingshowingofthefilms.

Since35%to50%oftheJapanesepeoplearesecludedfrornthepicturehouse,the

program三sespeciallyimportaRt.

Thenumberoftravellingshowiエ1ggroupsheachprefecture;

5groupsinalargeprefecture

3groupsi且amedium-sizedprefecture

2groupsinasmallprefecture

Intheperforma■ceofthisprogramMilitaryGover且mentT6ams(prefecturala且d

regional)playedveryimporta且tparts.TheVisualAidUnita且dtheRegionalEquip一
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mentandServiceCe且terwereunderthestrictsupervisionofeachM.G.Team.And

manyreports(filmexihibitio且shcedules,filmshow玉ngreports,monthlynarrativereports

ofoperationandsoon)wereseロtpu且ctuallytoM.G.TeamsfromaboveNATCO

　 コ
operatlngunlts・

ConsequentlymanyJapa且esepeoplehadchanceofseeillgmovieswithpowerful

soundsandsharppicturesandwereenlightenedontheworldsituationanddemocra-

t量zation.Buttheygraduallyweredisappointed.Itwascausedbythelackofnu皿bers

offilmsandthete且dellcyoffilms.Everyf三1mIibraryhadonly135filmsfor35

projectorsi且eachprefecture(1949).Theyweretoofewtosatisfypeople'svarous

demaエ1ds.Ontheotherha且d皿arrow-gaugedf6ranti-communismcamereignsupreme

bythesupportofG-II(GHQ/SCAP,FEC).Theirforcingorself-satisfactivetendency

urgedtoestrangepeople'shearts.


